
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

作成年月日対象地区名（地区内集落名）

旧北倭村地区（久保集落）

市町村名

生駒市

　今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積よりも、７０才以上で後継者未定の農業者の耕作面
積の方が０．５ｈａ多く、新たな農地の受け手の確保が必要。
　イノシシによる被害が増えてきており、獣害対策が必要。
　水路の老朽化や、農地への道がないなど、ハード面での不便さが生じてきている。
　上記のような現在の課題に加えて、今後の課題として、農機具更新が営農継続への大きな負担となる
ことが想定される。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地利用は、既存の認定農業者や認定新規就農者等の中心経営体に集積させるとともに、認定農業者
や認定新規就農者の受入れを促進することにより対応していく。

実質化された人・農地プラン

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

２．７ｈａ

０ｈａ

（備考）

２５．０ｈａ

１５．３ｈａ

２．２ｈａ

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 ６．０ｈａ

直近の更新年月日

令和　４年　３月３０日令和　４年　３月３０日



４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

農業の高収益化への取組
　イチゴやトマト等の高収益作物の作付を進めるとともに、経営の効率化及びコスト削減を図るため、
農機具のシェア等の方策を検討する。

鳥獣被害防止対策の取組方針
　集落での柵の設置によりイノシシ被害防止に努めるとともに、檻の設置など捕獲体制を構築する。
　また、獣害対策の勉強会を開催する等により、集落での被害防止対策に取り組む。

農地の貸付け等の意向
　貸付け等の意向が確認された農地は、７２筆　３６，１８８㎡となっている。

農地中間管理機構の活用方針
　将来の経営農地の集約化を目指し、農地の貸付に機構を活用する。

基盤整備への取組方針
　農業の生産効率の向上や農地集積・集約化を図るため、用排水施設や農地への道路の改修等に、生駒
市土地改良助成金を活用する。

市の遊休農地活用事業の活用
　中心経営体への農地の集約に適さない農地については、遊休農地活用事業を活用し、市の仲介で市民
による活用を図る。


